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□ 子どもたちの健やかな成長を支える子育て支援と学校教育の充実 

 3,099,966 

（13項目） 

 保育環境の充実  

◇保育所整備助成  286,000 

（老朽改築）  ２か所 ＜新規＞ 

・「共栄保育園」 

定  員 １２０人 

場  所 南区唐橋高田町 

助成総額 １２５百万円 

・「つわぶき園」 

定  員 １２０人 

場  所 右京区西京極 野 町 

助成総額 １６１百万円 

 〔保健福祉局 児童家庭課 TEL 251-2380〕 

◇多様な保育ニーズへの対応 ＜充実＞ 59,347 

◆延長保育の拡充  47,254 

実 施 箇 所 １５０→１６４か所 

全体事業費 ５０１百万円 

（局配分枠４５４百万円，政策重点化枠４７百万円） 

◆一時保育の拡充  12,093 

実 施 箇 所 ２９→３３か所 

全体事業費 １０１百万円 

（局配分枠８９百万円，政策重点化枠１２百万円） 

 〔保健福祉局 保育課 TEL 251-2390〕 
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 児童健全育成  

◇放課後子ども教室推進事業 ＜新規＞ 86,478 

余裕教室や図書室等の学校施設を活用し，指導員やボランティアの支援の下，学習

やスポーツ・文化活動，地域住民との交流活動などを行い，市立小学校に通う児童に

放課後の自主的な「学びの場」と安心安全な居場所を確保する。 

１９年度は，５０校において実施する。 

 〔教育委員会事務局 生徒指導課 TEL 213-5622〕 

◇児童館整備及び整備助成  260,000 

（新設） ３か所 ＜新規＞ 

・「妙秀児童館（仮称）」 

場  所 北区鷹峯黒門町 

・「藤城児童館（仮称）」 

場  所 伏見区桃山町正宗（藤城小学校内） 

・「東深草児童館（仮称）」 

場  所 伏見区深草僧坊町 

＜参考＞教育委員会予算に計上した児童館整備 

久我の杜児童館（仮称）整備 

＜参考＞他事業に一括して予算計上した児童館整備 

北山児童館（仮称）整備 

北山ふれあいセンター（仮称）整備費で一括計上（債務負担行為） 

（実施設計等） ６か所 ＜新規＞ 

・「唐橋児童館（仮称）」 

場  所 南区唐橋西寺町 

・「明徳児童館（仮称）」 

場  所 左京区岩倉忠在地町（明徳小学校内） 

・「北白川児童館（仮称）」 

場  所 左京区北白川別当町（北白川小学校内） 

・「七条第三児童館（仮称）」 

場  所 下京区西七条西石ヶ坪町（七条第三小学校内） 

・「梅津北児童館（仮称）」 

場  所 右京区梅津開キ町（梅津北小学校内） 
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・「桂徳児童館（仮称）」 

場  所 西京区桂徳大寺南町（桂徳小学校内） 

 〔保健福祉局 児童家庭課 TEL 251-2380〕 

◇障害のある児童のサマーステイ事業 ＜新規＞ 9,500 

保護者の経済的負担を軽減し，障害のある児童が安心して児童館を活用できるよう，

（社）京都市児童館学童連盟が実施する介助者派遣事業に対して助成を行う。 

対 象 者 小学校５，６年生で障害のある昼間留守家庭児童 

実施箇所 ２０か所 

実施期間 夏季休業中 

 〔保健福祉局 児童家庭課 TEL 251-2380〕 

◇障害のある中高生のタイムケア事業 ＜新規＞ 79,436 

養護学校の放課後や長期休業中において，障害のある中高生にいきいきと過ごせる

活動場所を確保し，障害のある中高生の健全な育成と保護者の就労を支援するため，

小学校の教室を利用した預かりサービスを実施する。 

対 象 者 総合養護学校に在籍する昼間留守家庭の中学生及び高校生 

実施箇所 ４か所 

定 員 １５人（１か所当たり） 

実施日時 月曜日から金曜日 放 課 後～午後６時 

土曜日及び長期休業中 午前９時～午後６時 

利用料金 月曜日から金曜日           ８００円 

土曜日及び長期休業中 １日（９時間） １，５００円 

半日（４時間）   ８００円 

 〔保健福祉局 障害保健福祉課 TEL 222-4161〕 
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◇京（みやこ）・いきいき子育てサポート事業  13,000 

◆ファミリーサポート事業の拡充 ＜充実＞ 12,000 

育児援助等を行いたい市民と援助を受けたい市民とが，それぞれ提供会員と依頼

会員となり，相互に育児を助け合うファミリーサポート事業を拡充し，子育てを 

地域ぐるみでバックアップできる体制をより一層充実する。 

拡 充内容 支部新設 市内１４か所の児童館（各区・支所１か所） 

対 象 者 生後３か月から満１２歳までの子を持つ親 

→妊婦及び満１２歳までの子を持つ親 

支援内容 家事の援助を支援対象に追加 

支援場所 原則として，提供会員の自宅 

→提供会員の自宅及び依頼会員の自宅 

全体事業費 ２８百万円 

（局配分枠１６百万円，政策重点化枠１２百万円） 

◆子育てボランティアバンク事業 ＜新規＞ 1,000 

ファミリーサポート事業や児童館事業などに積極的に参画してもらえる    

子育て知識の豊かなボランティアを養成するため，登録制度を創設するとともに，

福祉ボランティアセンターと連携して講習会を実施する。  

 〔保健福祉局 児童家庭課 TEL 251-2380〕 

◇子育て支援活動いきいきセンター（つどいの広場）の拡充 

 ＜充実＞ 12,506 

実施箇所 ４→９か所 

全体事業費 ２５百万円 

（局配分枠１２百万円，政策重点化枠１３百万円） 

 〔保健福祉局 児童家庭課 TEL 251-2380〕 

◇京（みやこ）・食の環境づくりフォーラム2007（仮称）の開催 

 ＜新規＞ 5,000 

市民の食育に対する関心を喚起し，食育の推進を市民運動として展開していく契機

となるよう，民間団体の協力の下，多数の市民が気軽に参加できるフォーラムを開催

する。 

実施時期 １９年１１月（予定） 

 〔保健福祉局 健康増進課 TEL 222-3419〕 
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◇子ども医療費支給事業（仮称） ＜充実＞ 358,699 

支給対象年齢を拡大するなど，乳幼児医療費支給制度を拡充することにより，  

子育て家庭の経済的負担を更に軽減し，子育て支援都市・京都のより一層の充実を  

図る。 

充 実内容 入院医療費 対象年齢の拡充 

小学校就学前まで→小学校６年生まで 

通院医療費 ３歳以上小学校就学前の自己負担限度額の引下げ 

８,０００円／月→３,０００円／月 

全体事業費 １,５８１百万円 

（局配分枠１,２２２百万円，政策重点化枠３５９百万円） 

 〔保健福祉局 地域福祉課 TEL 213-2994〕 

◇不妊治療費助成制度の拡充 ＜充実＞ 28,000 

国基準で定める医療保険適用外の不妊治療を受ける人に対する治療費の助成制度

を拡充する。 

助 成 額 １年度当たり１０万円まで 

→治療１回当たり１０万円まで，１年度当たり２回まで 

所 得制限 前年所得６５０万円未満→７３０万円未満 

全体事業費 ９７百万円 

（局配分枠６９百万円，政策重点化枠２８百万円） 

 〔保健福祉局 健康増進課 TEL 222-3419〕 
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 学校教育の充実  

◇中学校３年生における３０人学級の実施 ＜新規＞ 395,000 

義務教育の最終段階である中学校３年生を対象に３０人学級を導入することにより，

より一層きめ細かな学習指導，生徒指導を進め，生徒一人一人の進路保障を充実する。 

全体事業費 ５５０百万円 

（局配分枠１５５百万円，政策重点化枠３９５百万円） 

 〔教育委員会事務局 教職員人事課 TEL 222-3779〕 

◇学校施設整備事業  1,507,000 

◆小規模校統合の推進 ＜新規＞  558,000 

花背地域において，市内初となる施設一体型小中一貫校を開校するとともに，  

都心部の小規模校についても統合を進め，児童・生徒の教育環境の充実を図る。 

◆小学校増収容対策 ＜新規＞  451,000 

児童数の増加に伴う教室数の不足を解消するため，小学校校舎の増築を行う。 

（整 備） 

日野小学校 

◆伏見工業高校新校舎建設 ＜新規＞  498,000 

１９年４月に，工業高校改革の一環として，伏見工業高校に洛陽工業高校の夜間

定時制を統合するとともに，昼間定時制を新設する。これに伴い，伏見工業高校の

第２校舎を建て替え，生徒の教育環境の充実を図る。 

１９年度は，新校舎の建築工事に着手する。 

整備面積 ３，０００㎡ 

事業期間 １８～２０年度 

総事業費 １，１２８百万円 

 〔教育委員会事務局 教育環境整備室 TEL 222-3796〕 

 〔教育委員会事務局 工業高校改革推進室 TEL 222-3811〕 

 


